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「大学における情報活用ガイドブック」（2018.3）

• 機構が各大学に提供するデータ
（大学基本情報等）を、各大学
で分析に活用いただくための考
え方を解説し、国公立のポート
レート等の担当者に配付。

• 特に、経験の少ない担当者、機
構が提供しているデータに馴染
みのない担当者を想定。

• 例えば「ベンチマーキング」を
行う際に必要な考え方、作成で
きる指標例、具体的な分析作業
の例などを紹介。

• 分かりやすい図表を作成するた
めの技法、Excelの操作のヒント
など、細かい点についても解説。
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「大学における情報活用ガイドブック」目次

第１章 情報活用の前提
１－１ 機構が提供するデータでできること
１－２ 機構が提供するデータの概要

第２章 作成できる指標例
２－１ 大学基本情報で作成できる指標例
２－２ 国立大学法人評価に使用するデータで作成できる指標例

第３章 ベンチマーキング対象の選び方
３－１ ベンチマーキング対象とする大学の選び方
３－２ ベンチマーキングする組織の単位（大学、学部、学科等）
３－３ ベンチマーキング対象とする組織の数

第４章 データの整理、分析、提供
４－１ 区分が細かいデータの整理
４－２ データの欠損や異常値の処理
４－３ データセットの選び出し方・使い方
４－４ 図表の作成・意思決定者への提供
参考１ 見やすい図表にするためのヒント
参考２ Excelでのデータ整理作業のヒント
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● 大前提として…

IR（Institutional Research）
IE（Institutional Effectiveness）
EM（Enrollment Management）・・・
データを収集・分析することで自大学をエビデンスに基づいて
理解し、経営に役立てる活動であり、近年盛んになっている。
この時、自大学をしっかり理解し、行動に結び付けるようとす
る姿勢が何より大事。

１－１「機構が提供するデータでできること」（p.5）

目的のない分析は行動につながりにくい。 関心があれば行動につながりやすい。
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● 機構のデータの長所 ＝ 統一された定義で、項目によっては
組織ごとの、データが得られる

△ 各大学が公表しているデータ（収集が大変、定義が異なりやすい）
△ 大学単位でまとめてしまったデータ（学部構成が異なると比較しにくい）

→ こうしたデータを使う手法として、ベンチマーキング

１－１「機構が提供するデータでできること」（pp.6-8）

● ベンチマーキングとは
・指標の比較により、大学の相対的位置、自大学の強み・

弱みを把握する。
・順位をつけて並べる「ランキング」とは違う。少数の比較

対象を選び、組織の特性を理解する。
・数値の差が何を意味するかを考える（「なぜ？」と自問

する）。
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●留年率が高い → 留学が多いのでは？

●就職率が高い → 人材養成の目的に合致する就職先か？

●地域内入学割合が高い（低い）
共同研究が多い（少ない） → 地域特性の影響は？

「留年率が高いからNG」、「就職率が高いからOK」と
言い切れるほど単純ではない。結果の差の理由も含め、教育研
究のありようの違いを正確に理解する。その上で、取組の効果
測定や改善提案等につなげることが大事。

１－１「機構が提供するデータでできること」（pp.6-8）
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大学

提供

提供

提供

（国立のみ）

大学基本情報
（個別データ）

法人評価データ
調査票

機構で転記

機構で転記

教育情報調査票

システム登録

機構で加工

機構で加工

大学ポートレート（公表サイト）

教育情報を社会に公表

大学基本情報
（結合データ）

機構Webサイト・分析
ツールでダウンロード
可能

データ分析集・入力データ集

分析ツールで
ダウンロード
可能

１－２「機構が提供するデータの概要」（pp.10-14）

ポートレートに関連して、各種データを収集。
大学間で相互利用できるデータとして、現在は大学基本情報と
国立大学法人評価のデータ分析集・入力データ集を提供。



大学基本情報の公表

http://portal.niad.ac.jp/ptrt/table.html

2012年度から2017
年度までの大学基本
情報を提供。

各大学から提供され
た情報を項目ごとに
Excelに集計して一覧
表として提供
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情報分析ツールからも
同等のデータをダウン
ロード可能

• 大学ポートレートによる教育情報公表のために国公立大学から収集した大学基
本情報について、ExcelファイルをWeb公表し、ダウンロード可能としている。



国立大学法人評価に使用するデータの収集・分析出力

• 機構が情報分析ツールで「データ分析集」を作成し各国立大学に提供
• 各国立大学でも元データ（入力データ集）をダウンロードして独自の分析が可能

「指標」は44種類。
全対象数に対する割合・比率。
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データ分析集 主に教育活動に関する指標

区分
指標
番号

データ・指標

１．
学生入
学・在籍
状況

1 女性学生の割合

2 社会人学生の割合

3 留学生の割合

4
正規課程学生に対する科目等履修
生等の比率

5 海外派遣率

6 受験者倍率

7 入学定員充足率

8 学部生に対する大学院生の比率

２．
教職員

9 専任教員あたり学生数

10 専任教員に占める女性教員の割合

11 本務教員あたり研究員数

12 本務教員あたり職員数

13
本務教員あたり職員数
（常勤、常勤以外別）

区分
指標
番号

データ・指標

３．
進級・
卒業

14 留年率

15 退学率

16 休学率

17 標準修了年限内卒業・修了率

18
標準修了年限×１．５年以内で
の卒業・修了率

19 受験者数に対する資格取得率

20
卒業・修了者数に対する資格取
得率

21 進学率

22 就職率

４．
卒業後
の進路

23 職業別就職率

24 産業別就職率
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データ分析集 主に研究活動に関する指標

区分
指標
番号

データ・指標

６．
その他
外部
資金・
特許

31 本務教員あたりの共同研究受入件数

32
本務教員あたりの共同研究受入件数
（国内・外国企業からのみ）

33 本務教員あたりの共同研究受入金額

34
本務教員あたりの共同研究受入金額
（国内・外国企業からのみ）

35 本務教員あたりの受託研究受入件数

36
本務教員あたりの受託研究受入件数
（国内・外国企業からのみ）

37 本務教員あたりの受託研究受入金額

38
本務教員あたりの受託研究受入金額
（国内・外国企業からのみ）

39 本務教員あたりの寄附金受入件数

40 本務教員あたりの寄附金受入金額

41 本務教員あたりの特許出願数

42 本務教員あたりの特許取得数

43 本務教員あたりのライセンス契約数

44 本務教員あたりのライセンス収入額

区分
指標
番号

データ・指標

５．
競争的
外部
資金

25
本務教員あたりの科研費申請
件数（新規）

26
本務教員あたりの科研費採択
内定件数

27 科研費採択内定率（新規）

28
本務教員あたりの科研費内定
金額

29
本務教員あたりの競争的資金
採択件数

30
本務教員あたりの競争的資金
受入金額



１－２に関連して、その後の展開

・Power BIによる簡易な分析環境の提供（準備中）

・公立大学実態調査データの受領、分析環境提供（準備中）
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①大学を選ぶ

②学部を選ぶ

③分析が見られる



３－１「ベンチマーキング対象とする大学の選び方」（pp.49-51）

● ピア大学と判断する大学をベンチマーキング対象とするの
が基本。また、目標設定やアクションプランの策定を行う
ためには、グッド・プラクティスと考える大学も対象に
含まれるとよい。たいていの場合、日頃から想定している
大学群があると思われる。
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こうした大学の選び方の基準として、例えば

・規模や学部構成の近い大学

・近隣地域の大学

・地域特性の近い大学

・理念や目標の方向性を共有する大学 ・・・など



３－２「ベンチマーキング対象する組織の単位」（pp.52-55）

● 大学単位 → 分析作業は楽だが、組織構成が異なると
単純比較ができない。
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● 学部単位 → 分析結果を受け取りやすい。具体的な特徴
や課題が明らかになるので、実際の改善に
つなげやすい。多くの場合、なるべく近接
した分野の学部同士を比較するのがよい。

● 学科単位 → 最も詳細な比較ができるのだが、学科構成
の仕方が大学によって異なることが多い。
（学問分野のまとめ方、コース制など）



３－３「ベンチマーキング対象する組織の数」（pp.56-58）

ベンチマーキング対象の多寡には、それぞれ長所・短所がある。
分析方法、グラフの種類などによっても変わるので、総合的に
判断する。
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多い 少ない

メリット

デメリット

ベンチマーキングの対象が・・・

①自大学の立ち位置が
より詳細に分かる

②追加の分析が不要で
済みやすい

③外れ値の影響が小さくなる

④データ整理・分析の手間が
小さい

⑤分析結果の視認性が上がる

⑥分析結果を読み解く際の
留意事項が少なくて済む

❹データ整理・分析の手間が
大きい

❺分析結果の視認性が下がる

❻分析結果を読み解く際の
留意事項が多くなる

❶自大学の立ち位置の理解が
より限定的になる

❷追加の分析で二度手間を
生むことがある

❸外れ値の影響が大きくなる



４－１「区分が細かいデータの整理」（pp.60-64・pp.83-85）

区分が細かいデータはうまくまとめる。適切なまとめ方は、
分析の関心に応じて変わるので、考えて工夫する。
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カテゴリが多すぎると
見にくい。



４－３「データセットの選び出し方・使い方」（pp.70-74）

４－４「図表の作成・意思決定者への提供」（pp.75-77）

単年度のデータを棒グラフで表示することと、経年データを表
示することの違いを考えてみる。
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たくさんの組織を扱いやすい。
経年の傾向は分からない。

たくさんの組織を扱いにくい。
経年の傾向が分かる。分析の関心やグラ

フの特性に応じて、
使い分けや併用を
考える。

●●率（2016）



４－４「図表の作成・意思決定者への提供」（pp.77-79）

参考１「データセットの選び出し方・使い方」（pp.80-85）

基本は、見やすく、シンプルに。
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2014の下落要因はーーーである
可能性が考えられる。



４－４「図表の作成・意思決定者への提供」（pp.77-79）

参考１「データセットの選び出し方・使い方」（pp.80-85）
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前衛的な雰囲気を醸し出しているが、背景とグラフ本体の色
が近いせいで、読み取りにくくなってしまっている。
また、この場合は12時の位置から大きい順に並べたり、
値ラベルを入れたりしないと分かりにくい。

××大学

××大学

××大学

××大学

××大学
××大学

本学のシェアは
全体で２番目



４－４「図表の作成・意思決定者への提供」（pp.77-79）

参考１「データセットの選び出し方・使い方」（pp.80-85）

19

必要以上の機能で遊んでいませんか？
複雑なグラフィックが必ずしも悪いわけではないが、要点が
伝わるように工夫する。

2014の上昇要因はーーーである
可能性が考えられる。



20
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